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回次
第47期

第２四半期連結
累計期間

第48期
第２四半期連結

累計期間
第47期

会計期間
自令和３年４月１日
至令和３年９月30日

自令和４年４月１日
至令和４年９月30日

自令和３年４月１日
至令和４年３月31日

売上高 （千円） 45,173,954 51,113,984 94,472,163

経常利益 （千円） 1,898,615 2,447,365 6,398,181

親会社株主に帰属する四半期（当期）純

利益
（千円） 790,877 953,358 1,105,033

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 783,497 922,990 1,091,549

純資産額 （千円） 40,512,514 41,285,703 40,591,896

総資産額 （千円） 72,408,285 77,668,357 76,955,062

１株当たり四半期（当期）純利益金額 （円） 41.50 50.03 57.99

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 56.0 53.2 52.7

営業活動による

キャッシュ・フロー
（千円） 2,459,701 3,241,220 8,840,274

投資活動による

キャッシュ・フロー
（千円） △2,809,860 △2,854,271 △5,699,469

財務活動による

キャッシュ・フロー
（千円） △2,204,664 812,393 △3,460,660

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高
（千円） 8,047,997 11,502,157 10,291,129

回次
第47期

第２四半期連結
会計期間

第48期
第２四半期連結

会計期間

会計期間
自令和３年７月１日
至令和３年９月30日

自令和４年７月１日
至令和４年９月30日

１株当たり四半期純利益金額又は１株当

たり四半期純損失金額（△）
（円） △14.53 4.61

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載しておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２【事業の内容】
　当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更はありません。

また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】
当第２四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクに

ついての重要な変更はありません。

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

（1）財政状態及び経営成績

当第２四半期連結累計期間は、インバウンド需要回復への期待感はあるものの、原料、資材、エネルギー単価の高騰等により、経営環

境は一層厳しさを増しております。

このような環境の中で、当社グループは、新型コロナウイルス感染症対策の取り組みを全国の店舗で実施し、以下のような諸施策を推

進し、食のインフラとしての責務を果たすべく、業容の拡大と充実に取り組んでまいりました。

新規出店につきましては、牛めし業態15店舗、その他業態海外2店舗の合計17店舗を出店いたしました。一方で、直営の牛めし業態店13

店舗、とんかつ業態２店舗、鮨業態１店舗、その他業態海外２店舗の合計18店舗につきましては撤退いたしました。したがいまして、当

第２四半期連結会計期間末の店舗数はＦＣ店を含め、1,206店舗（うちＦＣ６店舗、海外10店舗）となりました。この業態別内訳として

は、複合化によるとんかつ業態からの牛めし業態への業態変更５店舗を実施し、牛めし業態986店舗、とんかつ業態182店舗、鮨業態９店

舗、その他の業態29店舗となっております。

新規出店を除く設備投資につきましては、136店舗の改装（全面改装１店舗、一部改装135店舗）を実施した他、工場生産設備などに投

資を行ってまいりました。

商品販売及び販売促進策につきましては、「ごろごろ煮込みチキンカレー」の定番販売等のグランドメニューの刷新を実施した他、新

商品として「プーパッポンカレー」「焼きかつ定食」「ビビン牛めし」「ネギおろしハンバーグ定食」「スパイシーキーマ牛めし」「魯

肉飯」等の販売、宅配におけるウルトラ半額祭、宅配手数料無料キャンペーン、丼フェア等を実施いたしました。

これらの取り組みの結果、当第２四半期連結累計期間の財政状態及び経営成績は以下のとおりとなりました。

①財政状態

当第２四半期連結会計期間末における総資産は776億68百万円となり、前連結会計年度末に比べ７億13百万円増加いたしました。このう

ち、流動資産は263億89百万円となり、原材料及び貯蔵品が６億57百万円減少した一方、現金及び預金が12億11百万円増加したこと等によ

り、前連結会計年度末に比べ５億69百万円増加いたしました。また、固定資産は512億78百万円となり、新規出店や改装実施、工場生産設

備などへの投資による有形固定資産が60百万円増加、店舗賃借仮勘定等の投資その他の資産が78百万円増加したこと等により、前連結会

計年度末に比べ１億43百万円増加いたしました。

当第２四半期連結会計期間末における負債は363億82百万円となり、未払法人税、賞与の支払い、長期借入金の返済等の減少要因があっ

た一方、短期借入金の増加等により、前連結会計年度末に比べ19百万円増加いたしました。

当第２四半期連結会計期間末における純資産は412億85百万円となり、利益剰余金の増加等により前連結会計年度末に比べ６億93百万円

増加となりました。自己資本比率は前連結会計年度末の52.7％から53.2％と改善しております。

②経営成績

売上高につきましては、既存店売上が前年同期比110.4％と前年を上回ったことに加え、前年度以降の新規出店等による売上増加分が寄

与したこと等により、前年同期比13.1％増の511億13百万円となりました。

売上高の増加により、固定費の占める割合が低下したこと等により、売上原価につきましては、原価率が前年同期の34.9％から

33.6％、販売費及び一般管理費につきましては、売上高に対する比率が前年同期の69.8％から65.9％となりました。なお、当社において

重視すべき指標と認識しているＦＬコスト（売上原価と人件費の合計。FOODとLABORに係るコスト）の売上高比は、前年同期の69.2％から

66.4％へと改善いたしました。

以上の結果、営業利益は２億32百万円（前年同期は営業損失21億36百万円）、経常利益は前年同期比28.9％増の24億47百万円、親会社

株主に帰属する四半期純利益は前年同期比20.5％増の９億53百万円となりました。

なお、当社グループにおいては、飲食事業の単一セグメントであるため、セグメント情報の記載を省略しております。

（2）キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比べ12億11百万円増加し、

115億２百万円となりました。

当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果得られた資金は32億41百万円（前年同期は24億59百万円の収入）となりました。

これは「減価償却費及びその他の償却費」18億26百万円や、「税金等調整前四半期純利益」17億33百万円、「減損損失」７億89百万円、

「未払消費税等の増減額」６億78百万円といった資金増加要因があった一方、「法人税等の支払額」21億43百万円といった資金減少要因が

あったこと等によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果使用した資金は28億54百万円（前年同期は28億９百万円の支出）となりました。

これは新規出店・既存店改装や工場生産設備等の設備投資実施による「建設仮勘定の増加及び有形固定資産の取得による支出」25億70百

万円や、「店舗賃借仮勘定、敷金及び保証金等の増加による支出」３億58百万円といった資金減少要因があったこと等によるものでありま

す。
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（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果得られた資金は８億12百万円（前年同期は22億４百万円の支出）となりました。

これは「短期借入による収入」32億円といった資金増加要因があった一方、「長期借入金の返済による支出」19億49百万円や、「配当金

の支払額」２億28百万円といった資金減少要因があったこと等によるものであります。

（3）会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

前事業年度の有価証券報告書に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析」中の会計上の見積り

及び当該見積りに用いた仮定の記載について、重要な変更は行っておりません。

（4）経営方針・経営戦略等

当第２四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はありません。

（5）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当第２四半期連結累計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要な変更はありません。

（6）研究開発活動

当第２四半期連結累計期間の研究開発費の総額は１百万円であります。なお、当第２四半期連結累計期間において、当社グループの研究

開発活動の状況に重要な変更はありません。

（7）経営成績に重要な影響を与える要因

当第２四半期連結累計期間において、当社グループの経営成績に重要な影響を与える要因について重要な変更はありません。

（8）資本の財源及び資金の流動性についての分析

当第２四半期連結累計期間において、当社グループの資本の財源及び資金の流動性について重要な変更はありません。

３【経営上の重要な契約等】
当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 70,000,000

計 70,000,000

第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類
第２四半期会計期間末現在発行数（株）

(令和４年９月30日)
提出日現在発行数（株）

(令和４年11月11日)
上場金融商品取引所名又は登録
認可金融商品取引業協会名

内容

普通株式 19,063,968 19,063,968
東京証券取引所

プライム市場
単元株式数100株

計 19,063,968 19,063,968 － －

②【発行済株式】

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

年月日
発行済株式総数
増減数（株）

発行済株式総数
残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増減額
（千円）

資本準備金残高
（千円）

令和４年７月１日～

令和４年９月30日
－ 19,063,968 － 6,655,932 － 6,963,144

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】
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令和４年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（百株）

発行済株式（自己株式を
除く。）の総数に対する
所有株式数の割合（％）

瓦葺　利夫 東京都杉並区 38,475 20.19

有限会社ティケイケイ 東京都武蔵野市中町１丁目14番５号 29,794 15.64

有限会社トゥイール 東京都武蔵野市中町１丁目14番５号 18,300 9.60

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 東京都港区浜松町２丁目11番３号 11,826 6.21

瓦葺　一利 東京都武蔵野市 9,365 4.91

瓦葺　香 東京都武蔵野市 7,443 3.91

株式会社商工組合中央金庫 東京都中央区八重洲２丁目10番17号 5,184 2.72

株式会社ＳＭＢＣ信託銀行（株式会社三井住友銀行退職給付

信託口）
東京都千代田区丸の内１丁目３番２号 3,110 1.63

松屋社員持株会 東京都武蔵野市中町１丁目14番５号 2,137 1.12

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 東京都中央区晴海１丁目８番12号 1,943 1.02

計 － 127,578 66.95

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 4,627百株

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 790百株

（５）【大株主の状況】

　（注）大株主の「所有株式数」欄の持株数のうち、信託業務に係る株式数は次のとおりであります。

令和４年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 8,200 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 19,036,200 190,362 －

単元未満株式 普通株式 19,568 － －

発行済株式総数 19,063,968 － －

総株主の議決権 － 190,362 －

（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

（注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が、1,300株含まれております。

また、「議決権の数（個）」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数13個が含まれております。

令和４年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合（％）

株式会社松屋フーズホ

ールディングス
東京都武蔵野市中町１丁目14番５号 8,200 － 8,200 0.04

計 － 8,200 － 8,200 0.04

②【自己株式等】

２【役員の状況】
該当事項はありません。

第４【経理の状況】
１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第64号）に基づいて

作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（令和４年７月１日から令和４年９月30日まで）及

び第２四半期連結累計期間（令和４年４月１日から令和４年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について、有限責任監査法人トーマ

ツによる四半期レビューを受けております。
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（単位：千円）

前連結会計年度
(令和４年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(令和４年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 13,391,129 14,602,157

受取手形、売掛金及び契約資産 2,576,459 2,668,441

商品及び製品 828,415 1,105,148

原材料及び貯蔵品 7,494,558 6,836,787

その他 1,529,343 1,176,850

流動資産合計 25,819,906 26,389,385

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 18,344,601 18,472,497

機械装置及び運搬具（純額） 2,706,211 2,622,694

工具、器具及び備品（純額） 2,196,517 2,291,130

リース資産（純額） 1,210,193 1,246,727

土地 9,344,454 9,344,454

建設仮勘定 264,460 149,290

有形固定資産合計 34,066,440 34,126,795

無形固定資産

ソフトウエア 413,553 409,873

その他 58,902 67,629

無形固定資産合計 472,455 477,503

投資その他の資産

投資有価証券 89,746 89,730

敷金及び保証金 11,509,898 11,455,691

長期前払費用 293,264 292,718

店舗賃借仮勘定 ※１ 190,272 ※１ 329,970

繰延税金資産 3,450,529 3,450,108

投資不動産（純額） 199,477 192,655

その他 872,399 873,098

貸倒引当金 △9,329 △9,301

投資その他の資産合計 16,596,259 16,674,672

固定資産合計 51,135,155 51,278,971

資産合計 76,955,062 77,668,357

１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】
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（単位：千円）

前連結会計年度
(令和４年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(令和４年９月30日)

負債の部

流動負債

買掛金 1,980,808 1,814,343

短期借入金 － 3,200,000

１年内返済予定の長期借入金 3,888,872 3,838,712

未払金 4,516,526 4,222,908

リース債務 307,036 329,932

未払法人税等 2,162,087 799,924

賞与引当金 1,229,130 1,208,582

その他 1,383,872 1,916,759

流動負債合計 15,468,333 17,331,163

固定負債

長期借入金 15,157,742 13,258,166

役員退職慰労引当金 567,800 567,800

リース債務 1,014,659 1,031,611

資産除去債務 3,999,159 4,041,460

繰延税金負債 4,222 3,793

その他 151,248 148,659

固定負債合計 20,894,831 19,051,490

負債合計 36,363,165 36,382,654

純資産の部

株主資本

資本金 6,655,932 6,655,932

資本剰余金 6,963,229 6,963,229

利益剰余金 27,069,804 27,794,493

自己株式 △17,998 △18,512

株主資本合計 40,670,967 41,395,142

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 1,064 1,054

為替換算調整勘定 △80,136 △110,493

その他の包括利益累計額合計 △79,071 △109,439

純資産合計 40,591,896 41,285,703

負債純資産合計 76,955,062 77,668,357
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（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自　令和３年４月１日

　至　令和３年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　令和４年４月１日
　至　令和４年９月30日)

売上高 45,173,954 51,113,984

売上原価 15,751,319 17,160,665

売上総利益 29,422,634 33,953,318

販売費及び一般管理費 ※１ 31,558,868 ※１ 33,720,590

営業利益又は営業損失（△） △2,136,233 232,728

営業外収益

受取利息 8,295 7,663

受取配当金 1,563 1,869

受取賃貸料 99,654 103,460

助成金等収入 3,877,849 1,968,689

その他 201,474 290,837

営業外収益合計 4,188,837 2,372,520

営業外費用

支払利息 41,276 41,313

賃貸費用 97,119 99,531

その他 15,591 17,038

営業外費用合計 153,988 157,883

経常利益 1,898,615 2,447,365

特別利益

固定資産売却益 1,010 519

収用補償金 － 84,098

固定資産受贈益 4,084 17,099

債務免除益 62,673 －

その他 556 727

特別利益合計 68,324 102,445

特別損失

固定資産除却損 13,326 2,961

店舗閉鎖損失 36,582 5,061

固定資産売却損 634 291

減損損失 313,522 789,545

その他 4,745 18,263

特別損失合計 368,811 816,123

税金等調整前四半期純利益 1,598,128 1,733,686

法人税、住民税及び事業税 601,642 780,331

法人税等調整額 205,608 △3

法人税等合計 807,251 780,328

四半期純利益 790,877 953,358

親会社株主に帰属する四半期純利益 790,877 953,358

（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】
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（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自　令和３年４月１日

　至　令和３年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　令和４年４月１日
　至　令和４年９月30日)

四半期純利益 790,877 953,358

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 49 △10

為替換算調整勘定 △7,429 △30,357

その他の包括利益合計 △7,379 △30,367

四半期包括利益 783,497 922,990

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 783,497 922,990

非支配株主に係る四半期包括利益 － －

【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】
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（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自　令和３年４月１日

　至　令和３年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　令和４年４月１日
　至　令和４年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 1,598,128 1,733,686

減価償却費及びその他の償却費 1,909,996 1,826,563

減損損失 313,522 789,545

賞与引当金の増減額（△は減少） △57,645 △21,099

受取利息及び受取配当金 △9,858 △9,532

支払利息 41,276 41,313

助成金等収入 △3,877,849 △1,968,689

有形固定資産除売却損益（△は益） 12,950 △81,365

店舗閉鎖損失 36,582 5,061

建設仮勘定・店舗賃借仮勘定からの振替等調整費

用
※２ 497,314 ※２ 751,063

売上債権の増減額（△は増加） 143,181 △90,952

棚卸資産の増減額（△は増加） △2,614,542 337,600

仕入債務の増減額（△は減少） △574,611 △169,592

未払消費税等の増減額（△は減少） △233,621 678,976

未収消費税等の増減額（△は増加） 682,074 －

その他 △78,460 △406,697

小計 △2,211,560 3,415,883

助成金等の受取額 5,073,849 1,968,689

法人税等の支払額 △402,586 △2,143,351

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,459,701 3,241,220

投資活動によるキャッシュ・フロー

建設仮勘定の増加及び有形固定資産の取得による

支出
△2,638,127 △2,570,620

有形固定資産の売却及び収用等による収入 1,011 82,958

店舗賃借仮勘定、敷金及び保証金等の増加による

支出
△289,100 △358,315

店舗賃借仮勘定、敷金及び保証金等の減少による

収入
253,316 94,306

利息及び配当金の受取額 1,894 2,156

その他 △138,855 △104,757

投資活動によるキャッシュ・フロー △2,809,860 △2,854,271

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 77 3,200,000

短期借入金の返済による支出 △86,369 －

長期借入金の返済による支出 △1,692,026 △1,949,736

リース債務の返済による支出 △157,416 △164,952

自己株式の取得による支出 △982 △514

利息の支払額 △39,274 △43,733

配当金の支払額 △228,673 △228,669

財務活動によるキャッシュ・フロー △2,204,664 812,393

現金及び現金同等物に係る換算差額 11,326 11,684

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △2,543,496 1,211,027

現金及び現金同等物の期首残高 10,591,494 10,291,129

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１ 8,047,997 ※１ 11,502,157

（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
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【注記事項】

（追加情報）

（会計上の見積りの不確実性に関する事項について）

　当社グループは、前事業年度の有価証券報告書に記載した固定資産の減損損失の算定における仮定について、売上高は回復傾向にあ

るものの、原料・資材・エネルギー単価の高騰等により、厳しい経営環境ではありますが、様々な施策等により、将来キャッシュ・フ

ローへの影響は軽微であると判断しているため、重要な変更を行っておりません。

（四半期連結貸借対照表関係）

※１　主に新店出店のための敷金及び保証金等で開店前の店舗に関するもの、並びにこれらと同様の取引で店舗事務所等に関するもの

であります。

　前第２四半期連結累計期間
（自  令和３年４月１日

　　至  令和３年９月30日）

　当第２四半期連結累計期間
（自  令和４年４月１日

　　至  令和４年９月30日）

役員報酬 126,578千円 114,465千円

社員給与 2,977,182 3,338,205

雑給 9,675,229 10,520,955

賞与引当金繰入額 1,041,648 1,060,569

水道光熱費 2,039,746 2,580,810

減価償却費 1,281,389 1,213,307

地代家賃 4,653,892 4,770,697

（四半期連結損益計算書関係）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

前第２四半期連結累計期間
（自  令和３年４月１日

至  令和３年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自  令和４年４月１日

至  令和４年９月30日）

現金及び預金勘定 11,147,997千円 14,602,157千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △3,100,000 △3,100,000

現金及び現金同等物 8,047,997 11,502,157

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に記載されている科目との関係

※２　投資活動において建設仮勘定・店舗賃借仮勘定等として一旦支出されたが、その取崩し等の際に費用(機器備品費・少額備品

費・賃借手数料・地代家賃等）として計上される場合、キャッシュ・フローに動きがないにもかかわらず、営業活動の税金等調整

前四半期純利益はこの分減額されます。このため、この費用分を営業活動によるキャッシュ・フローに加算調整する必要があり、

「建設仮勘定・店舗賃借仮勘定からの振替等調整費用」という科目を設定しております。

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

令和３年６月24日
定時株主総会

普通株式 228,673 12 令和３年３月31日 令和３年６月25日 利益剰余金

 （決議）
株式の種類

配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

令和３年11月４日
取締役会

普通株式 228,669 12 令和３年９月30日 令和３年12月９日 利益剰余金

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

令和４年６月27日
定時株主総会

普通株式 228,669 12 令和４年３月31日 令和４年６月28日 利益剰余金

 （決議）
株式の種類

配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

令和４年11月４日
取締役会

普通株式 228,668 12 令和４年９月30日 令和４年12月８日 利益剰余金

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　令和３年４月１日　至　令和３年９月30日）

配当に関する事項

（１）配当金支払額

（２）基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間末後となるもの

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　令和４年４月１日　至　令和４年９月30日）

配当に関する事項

（１）配当金支払額

（２）基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間末後となるもの
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

前第２四半期連結累計期間（自令和３年４月１日　至令和３年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自令和４年４月１日　至令

和４年９月30日）

　当社グループにおいては、飲食事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

前第２四半期連結累計期間

自　令和３年４月１日

至　令和３年９月30日

当第２四半期連結累計期間

自　令和４年４月１日

至　令和４年９月30日

直営店舗売上高 42,831,169 48,400,724

外部販売売上高 2,203,741 2,573,084

その他 139,043 140,175

顧客との契約から生じる収益 45,173,954 51,113,984

その他の収益 － －

外部顧客への売上高 45,173,954 51,113,984

（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
（自　令和３年４月１日

至　令和３年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　令和４年４月１日

至　令和４年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額 41円50銭 50円03銭

（算定上の基礎）

親会社株主に帰属する四半期純利益金額（千円） 790,877 953,358

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利

益金額（千円）
790,877 953,358

普通株式の期中平均株式数（千株） 19,056 19,055

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

２【その他】
令和４年11月４日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

　（イ）中間配当による配当金の総額…………………………………………228,668千円

　（ロ）１株当たりの配当金額…………………………………………………12円00銭

　（ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日………………………………令和４年12月８日

（注）令和４年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払を行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

令和４年11月７日

株式会社松屋フーズホールディングス

取締役会　御中

有限責任監査法人トーマツ

東　京　事　務　所

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 鈴 木 　 泰 司

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 萬 　 政 広

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社松屋フー

ズホールディングスの令和4年4月1日から令和5年3月31日までの連結会計年度の第2四半期連結会計期間（令和4年7月1日

から令和4年9月30日まで）及び第2四半期連結累計期間（令和4年4月1日から令和4年9月30日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・

フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社松屋フーズホールディングス及び連結子会社の令和4年9月30

日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第2四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正

に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立し

ており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入

手したと判断している。

四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが適

切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて継続

企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半期

連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。



　（注）１．上記の四半期レビュー報告書の原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途保管しております。

 　　　 ２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビュ

ー手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施

される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥

当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められな

いかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書

において四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の

注記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められて

いる。監査人の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、

企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作

成基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結

財務諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと

信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

・　四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監

査人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で

監査人の結論に対して責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な

発見事項について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを

講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上


